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進捗状況

19%

61%

6%
14%

達　　成

順　　調

遅れている

著しく遅れている

１．総 括 

（１）進捗状況 

本町は、平成１８年２月に策定した「行財政改革実施計画」に基づいて、行財政改革の取り組み

を進めてきました。 

その結果、平成２０年度末における進捗状況は、実施計画で定める３６項目の内、約８０％が達

成または順調に進んでいる状況となっています。一方、超過税率の適用や新規受益者負担金の創

設等、本町を取り巻く厳しい経済情勢の中、住民の皆様の生活への影響などから実施時期も含め

慎重な対応が必要とされる項目は遅れている状況にあります。 

 

実施計画項目数３６

進捗状況 件数

達成 7

順調 22

遅れている 5

著しく遅れている 2

計 36  

 

 

 

達　　成 順　　調 遅れている
 著しく
 遅れている

5 0 5 0 0

1 0 1 0 0

4 0 4 0 0

4 2 2 0 0

2 1 1 0 0

1 0 1 0 0

5 1 3 1 0

1 0 1 0 0

1 0 1 0 0

2 2 0 0 0

2 0 0 2 0

1 0 0 1 0

2 0 0 0 2

1 0 0 1 0

1 0 1 0 0

1 0 1 0 0

1 0 1 0 0

1 1 0 0 0

36 7 22 5 2

①広域事業等の見直しについて

②外郭団体の見直しについて

④新規収入源の検討について

①経常収支比率の抑制について

②基金の造成について

③起債制限比率の抑制について

③住民参加と協働のシステムの構築について

①受益者負担の適正化にについて

②公有財産の有効活用について

③町税等の徴収率の向上について

⑤職場内の情報の共有化にについて

⑥住民との情報の共有化について

①事務事業の見直しと行政評価システムの構築について

②民間活力の活用について

進捗状況
主要事項及び実施項目重点課題 項目数

５．公域行
政の見直し

計

１．行政効
率化・スリム
化

２．事務事
業の見直し

３．財源の
確保

４．財政指
標の改善

①人件費の抑制について

②施設管理経費の節減について

③職員等の定員適正化について

④行政組織の見直しと職員の意識改革について
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（２）２０年度における金額効果 

平成２０年度における行財政改革の取り組み効果額（試算値）としては、人件費や職員数の削減、

公有財産の売却、公共施設の管理経費の削減などにより、約３億４千万円の効果をあげることがで

きました。 

また、職員数の削減や使用料・手数料の適正化など、その効果が後年度に継続するものも含め

ると、約５億８千万円の効果額となります。 

なお、平成１７年度～１９年度の効果額約９億９千万円を合わせると、全体の効果額は約１５億７

千万円になります。 

《効果額の推移》 単位：千円

年  度
　後年度
　継続した効果額

単年度効果額 年度効果額

H １ ７ 年 度 0 181,452 181,452

H １ ８ 年 度 1,015 300,686 301,701

H １ ９ 年 度 128,766 381,630 510,396

H ２ ０ 年 度 233,460 344,667 578,127

計 363,241 1,208,435 1,571,676  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《平成20年度効果額の内訳》

単位：千円

内　　　訳 項目別効果額

人件費の抑制 230,425

職員等の定員適正化 211,971

財源の確保 77,457

事務事業の見直し 16,351

施設管理費の節減 40,752

外郭団体の見直し 1,171

計 578,127  
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H２０年度の効果額内訳（項目別）

39.9%

36.7%

13.4%

2.8%

7.0%

0.2%
人件費の抑制

職員等の定員適正化

財源の確保

事務事業の見直し

施設管理費の節減

外郭団体の見直し
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（３）職員数からみた効果 

退職勧奨制度や早期退職優遇制度を導入したことなどにより、平成21年4月1日現在の一般職

員数は、前年に比べて９人減員の２９７人（医師２名除く）となっています。平成１７年度の職員数３４

０人と比べると４３人の減員となりました。今後も引き続き、平成２２年の目標職員数２９２人に向け

て取り組んでいきます。 

また、これらによる人件費の効果額は、平成２０年度の単年度で約２千万円、１９年度から継続し

た効果額約１億９千万円を合わせると、２０年度全体の効果額は約２億１千万円になります。 

 

◇職員数の推移
単位：人

年度 職員数 前年度比
H17年度 340
H18年度 329 ▲ 11
H19年度 321 ▲ 8
H20年度 306 ▲ 15
H21年度 297 ▲9
対17年度比 ▲ 43
※H21年度の職員数は4月1日現在の数値  
 

 

 

 

（４）財政状況からみた効果 

①基金造成 

将来の財政運営の弾力性を高めるために、平成１９年度及び平成２０年度に合併特例債を活用

した「地域振興基金」をそれぞれ１０億円積立てました。これにより、２０年度末の基金残高は約３６

億６千万円となり、平成１６年度末の基金残高約２１億円に比べ、約１５億６千万円の増額となって

いるところです。今後も引き続き行財政改革を実施することで、恒常的な収支不足を解消し、基金

繰入金による予算編成からの脱却を目指していきます。 

 

◇積立金（基金=町の預金）の推移
単位：百万円

年度 基金残高 前年度比
H16年度末 2,100
H17年度末 1,695 ▲ 405
H18年度末 1,273 ▲ 422
H19年度末 2,595 1,322
H20年度末 3,655 1,060
H21年度末 3,485 ▲ 170
対16年度比 1,385
※H21年度末は予定額  
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②町債の残高 

 行財政改革の着実な実施や繰上げ償還を積極的に実施することなどによって、平成２０年度末の

町債残高は約２７４億円となり、平成１９年度の残高約２８９億８千万円に比べて約１５億８千万円減

少しました。町村合併年度の平成１６年の残高約３３２億６千万円に比べると５８億７千万円減少し

たことになります。 

 平成２１年度には約１億３千万円の繰上げ償還を予定しており、引き続き町債残高の抑制に努め

ていきます。 

 

 

◇町債（借入金）の推移
単位：百万円

年度 起債残高 前年度比
H16年度末 33,263
H17年度末 31,294 ▲ 1,969
H18年度末 29,983 ▲ 1,311
H19年度末 28,977 ▲ 1,006
H20年度末 27,396 ▲ 1,581
H21年度末 25,801 ▲ 1,595
対H16年度比 ▲ 7,462

※H21年度末は予定額  
 

 

 

 

 

 

◇実質公債比率（目標18％以下）
単位：％

年度 実績額（％） 前年度比
H17年度 23.2
H18年度 24.1 0.9
H19年度 21.4 ▲ 2.7
H20年度 20.6 ▲ 0.8
H21年度 20.1 ▲ 0.5
対H17年度比 ▲ 3.1

※H21年度は予測値  
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２．平成２０年度の主な取組み

２０年度の主な取組み実績

１．行政の効率化

① 人件費の抑制

・町長等の給与額削減率の引き上げ：町長２５％、副町長２０％、教育長１９％
・職員給与費削減率の引き上げ：管理職１２～１４％、管理職以外の職員８～１２％
・議員報酬額１０％削減の継続
・教育委員、農業委員、監査委員の報酬額１０％削減
・農業委員の定数見直し：H20年7月選挙より10名減員（26名→16名）
・職員の特殊勤務手当ての見直しに向け調整（H21年度実施予定）

②

・学校統廃合について地域関係者との調整を完了（H22年4月統合予定）
・給食センターの廃止について地域関係者との調整を行う（H22年3月廃止予定）
・業務の一部委託（クリーンセンター等）について民間委託へ移行（H21年4月実施）
・受益者負担の徴収（島後水産種苗センター：H20年度より徴収）

③
・平成20年4月1日職員数306名（19年度比較15名減員）
　　※平成21年4月1日現在職員数297名（医師2名を除く）
・退職勧奨制度及び早期退職優遇制度に基づき退職者を募る

④
・平成20年4月1日に組織の見直しを実施（本庁12課4室）
　　※平成21年4月1日に再度組織の見直しを実施（支所2課を廃止）
・人事評価制度の試行を実施

⑤ ・ネットワークシステムの充実

⑥ ・町総合誌、お知らせ便、町ホームページ等の内容を充実し住民への情報提供を促進した

①

・ハード事業評価システムの継続試行
・ソフト事業評価システムの継続試行
・施設管理経費の更なる削減
・公用車の削減　　166台（H20年4月）昨年度比▲11台

②
・指定管理者の再公募を実施（42施設）
・指定管理者制度の導入促進（H20年度2施設を公募）

③
・各種審査会への住民参加促進
・各種シンポジウムの開催及びパブリックコメントの実施

①
・公共施設使用料等の減免規定の見直し及び類似施設の料金統一（H20年4月施行）
・ゴミ手数料の見直しに向けて調整（H21年10月施行予定）

②
・公有財産の売却促進（H20年度売却実績16件　55,574千円）
・公有財産のデータ収集・整理

③
・滞納者の給与調査（11名）、預金調査（110名）を実施
・差押えの実施（H20年度実績 2件）

④

①

② ・合併特例債を活用し「地域振興基金」を積立（10億円）

③ ・繰上げ償還の実施（H20年度　約1億9千万円）

①

② ・隠岐観光協会を廃止し隠岐観光連絡協議会（隠岐ツアーセンター）を設置（H20年4月）

２．事務事業の見直し

３．財源の確保

４．財政指標の改善

５．広域行政の見直し

起債制限比率の抑制

事務事業の見直しと行政評
価システムの構築

受益者負担の適正化

町税等の徴収率の向上

新規収入源の検討

民間活力の活用

施設管理費の節減

職員等の定員適正化

住民との情報の共有化

主要事項及び実施項目

行政組織の見直しと職員の
意識改革

職場内の情報の共有化

住民参加と協働システムの
構築

外郭団体の見直し

経常収支比率の抑制

基金の造成

公有財産の有効活用

広域行政の見直し

５



３．今後の主な取組み内容

今後の主な取組み内容

１．行政の効率化

① 人件費の抑制

・町長等の給与額削減率の引き上げ継続（町長２５％、副町長２０％、教育長１６％）
・職員給与費削減率の引き上げ継続（管理職８～１２％、管理職以外の職員４～８％）
・職員の特殊勤務手当ての見直しを実施（H21年度中）
・議員定数の見直し（22名→16名：H21年4月～）
・教育委員、農業委員、監査委員の報酬額１０％削減の継続
・各種委員会における費用弁償の日当の廃止について検討

②

・学校統廃合の推進（H22年4月統合）
・給食センターの廃止（H22年3月廃止）
・施設運営の包括的方式（Ｏ＆M）への移行を検討（環境施設）
・施設の休止・売却の検討（隠岐リネンサプライセンター・ダイビング施設等）

③ ・計画的な職員の減員（平成22年4月1日目標職員数292名）

④
・住民にとって利用しやすく、かつ行政課題に柔軟に対応できる継続的な組織の再編
・人事評価制度（試行）の継続実施

⑤ ・各種システムの充実及び利用拡大

⑥ ・住民への情報提供の徹底及び内容の充実

①
・事業評価システムの機能及び内容の充実
・補助金交付団体等の見直し
・更なる事務経費の節減

②
・指定管理者の再公募（22施設を予定）
・未導入施設について導入を検討

③ ・更なる住民参加の促進及び制度検討

① ・ゴミ処理手数料の見直し（H21年10月施行）

②
・売却促進
・データ整理

③
・徴収体制の強化よる徴収率の向上
・計画的な滞納整理

④ ・新規受益者負担金の創設（職員駐車場、町営住宅駐車場の利用料徴収）

① ・行財政改革の着実な実施による義務的経費の抑制（経常収支比率90％以下）

②

③
・繰上げ償還の実施（約1億3千万円予定）
・事業計画に基づく予算編成

① ・各種事業の精査及び積極的な提言

②

２．事務事業の見直し

３．財源の確保

４．財政指標の改善

５．広域行政の見直し

起債制限比率の抑制

事務事業の見直しと行政評
価システムの構築

受益者負担の適正化

町税等の徴収率の向上

新規収入源の検討

民間活力の活用

施設管理費の節減

職員等の定員適正化

住民との情報の共有化

主要事項及び実施項目

行政組織の見直しと職員の
意識改革

職場内の情報の共有化

住民参加と協働システムの
構築

外郭団体の見直し

経常収支比率の抑制

基金の造成

公有財産の有効活用

広域行政の見直し

６



平成20年度 実施項目別進捗状況

【行革実施計画項目数　36件】

達　　成 順　　調 遅れている 著しく遅れている

0 5 0 0

ａ 町長等の給与額の削減 1

ｂ 職員給与費の適正化（制度の適正化） 1

ｃ 職員給与費の適正化（職員給与の削減） 1

ｄ 議会議員報酬額等の削減 1

ｅ 委員報酬額の適正化 1

0 1 0 0

ａ 施設管理経費の節減 1

0 4 0 0

ａ 定員の適正化（職員定数適正化計画） 1

ｂ 早期退職者の取扱い 1

ｃ 議員定数の見直し 1

ｄ 委員数の見直し 1

2 2 0 0

ａ 本所、支所の業務、課・室の再編 1

ｂ 事務分掌、決裁規定の見直し 1

ｃ 職員提案制度の創設 1

ｄ 組織体制学習環境の整備 1

1 1 0 0

ａ 事務のＯＡ化の推進 1

ｂ 庁内連絡網の整備 1

0 1 0 0

ａ 情報の住民周知システムの整備 1

1 3 1 0

ａ 事業評価システムの構築 1

ｂ 補助金・負担金の見直し 1

ｃ 補助金交付団体等の見直し  1

ｄ 事務経費の見直し 1

ｅ し尿収集運搬料金徴収体制の見直し 1

0 1 0 0

ａ 指定管理者制度の導入 1

③住民参加と協働のシステムの構築について 0 1 0 0

ａ 住民参加システムの構築 1

①受益者負担の適正化について 2 0 0 0

ａ 使用料・手数料の適正化 1

ｂ 分担金・負担金の適正化 1

0 0 2 0

ａ 遊休土地の売却 1

ｂ 遊休施設の有効活用 1

③町税等の徴収率の向上について 0 0 1 0

ａ 徴収体制の確立 1

0 0 0 2

ａ 標準税率以上の超過税率の適用 1

ｂ 新規受益者負担金の創設 1

0 0 1 0

ａ 義務的経費の抑制 1

0 1 0 0

ａ 基金造成 1

0 1 0 0

ａ 起債制限比率の抑制 1

①広域事業等の見直しについて 0 1 0 0

ａ 広域連合事業負担金の見直し  1

②外郭団体の見直しについて 1 0 0 0

ａ 観光協会の組織体制強化 1

36 7 22 5 2

③職員等の定員適正化について

④行政組織の見直しと職員の意識改革について

計

⑤職場内の情報の共有化について

⑥住民との情報の共有化について

　５
　公政直
　域のし
　行見

②公有財産の有効活用について３
財
源
の
確
保

③起債制限比率の抑制について

　　４
　　財の
　　政改
　　指善
　　標

①経常収支比率の抑制について

④新規収入源の検討について

進捗状況

①人件費の抑制について

②施設管理経費の節減について

主要事項及び実施項目重点課題

②基金の造成について

１
行
政
効
率
化
・
ス
リ
ム
化

①事務事業の見直しと行政評価システムの構築について

②民間活力の活用について

２
事
務
事
業
の
見
直
し
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平成20年度 施設別進捗状況

達　　成 順　　調 遅れている 著しく遅れている

直 1 小学校の統廃合について 1

直 2 中学校の統廃合について 1

直 3 給食センター 1

直 4 西郷公民館他３ 1

直 5 五箇生涯学習センター 1

直 6 隠岐の島町立町民運動場（五箇運動場他１） 1

直 7 隠岐の島町立町民体育館（中条体育館他2） 1

直 8 今津地区スポーツレクリエーション施設 1

直 9 佐々木家住宅 1

直 10 保育所の統廃合計画について 1

直 11 中老人福祉センター 1

直 12 国民健康保険中村診療所他8 1

直 13 ふれあいセンター 1

直 14 都万保健センター 1

直 15 環境施設（清掃センター他２） 1

直 16 島後斎場愁霊園 1

直 17 公園① 1

直 18 浄土休憩所 1

直 19 隠岐郷土館 1

直 20 五箇創生館 1

直 21 国分寺外苑牛突き場（モーモードーム） 1

直 22 産直問屋しおさい 1

直 23 島後水産種苗センター（津戸） 1

直 24 布施魚村センター 1

指 1 隠岐島文化会館 1

指 2 隠岐の島町立図書館 1

指 3 隠岐の島町立総合体育館 1

指 4 隠岐の島町立武道館 1

指 5 隠岐の島町屋内温水プール 1

指 6 隠岐の島町地域福祉センター（北方） 1

指 7 隠岐の島町社会福祉センター（原田） 1

指 8 岬町デイサービス 1

指 9 中村デイサービス 1

指 10 中条デイサービス 1

指 11 養護老人ホーム清松園 1

指 12 老人短期入所施設清松園（郡） 1

指 13 特別養護老人ホームなごみ苑 1

指 14 高齢者共同住宅すがの荘（郡） 1

指 15 高齢者生活福祉センター蓬莱苑（布施） 1

指 16 羽衣荘 1

指 17 ホテル「海音里」（テニスコート３面含む） 1

指 18 福浦ログハウス（五箇） 1

指 19 国民保養センター・ホテルサンライズ 1

指 20 ビューポートホテル 1

指 21 隠岐海洋自然館（ポートプラザ館） 1

指 22 ポーレスト 1

指 23 都万ダイビングセンター 1

指 24 布施ダイビングセンター 1

指 25 健康管理増進施設「漁」 1

指 26 ロッジおくつど（ラメール含む） 1

進捗状況
種別 番号 施設名
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平成20年度 施設別進捗状況

達　　成 順　　調 遅れている 著しく遅れている

進捗状況
種別 番号 施設名

指 27 コミアイ施設（うみさちレストラン他６） 1

指 28 海岸環境施設・海洋スポーツセンター 1

指 29 隠岐リネンサプライセンター 1

指 30 町営駐車場 1

指 31 池田牛突きセンター 1

指 32 和牛共同牛舎（五箇） 1

指 33 西郷穀類乾燥調製施設（西郷ライスセンター） 1

指 34 五箇穀類乾燥調製施設 1

指 35 那久地区穀類乾燥調製施設 1

指 36 那久農産物保管庫 1

指 37 五箇育苗施設 1

指 38 五箇堆肥舎 1

指 39 五箇特産品加工施設 1

指 40 五箇農機具倉庫 1

指 41 五箇硬化ハウス 1

指 42 林業総合センター（木木館） 1

指 43 木炭生産施設（布施がんばる島根施設） 1

指 44 五箇希少林産物増殖施設他１ 1

指 45 公園② 1

指 46 農村改善センター（五箇　郡） 1

指 47 農産品流通拠点施設他１ 1

指 48 牧野施設 1

指 49 島後畜産センター 1

指 50 遊魚対策振興施設 1

指 51 淡水魚養殖施設 1

指 52 漁船保全修理施設（津戸） 1

指 53 製氷施設（津戸） 1

指 54 布施漁具倉庫 1

指 55 西郷お魚センター 1

指 56 隠岐温泉ＧＯＫＡ 1

指 57 認知症高齢者グループホーム（都万） 1

指 58 集会所（各地区） 1

廃 1 久見保健福祉館 1

廃 2 布施児童館 1

廃 3 五箇児童館 1

廃 4 都万エビネ園 1

廃 5 隠岐の島ユースホステル 1

廃 6 布施環境緑化木生産施設 1

廃 7 都万環境緑化木生産施設（石楠花栽培） 1

廃 8 隠岐有機センター（今津堆肥施設） 1

廃 9 高田会館 1

廃 10 布施小径木加工施設 1

そ 1 布施出荷資材保管施設 1

そ 2 布施漁業施設（荷捌き施設他４） 1

そ 3 椎茸栽培施設（散水用ポンプ庫）那久 1

そ 4 バス停 1

そ 5 公園③ 1

97 80 14 2 1計
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平成20年度 実施項目別効果額算定調書

H17年度

単年度効果額 単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

142,389 176,784 0 237,716 0 228,282 2,143

ａ 町長等の給与額の削減 5,089 5,800 6,511 6,511

ｂ 職員給与費の適正化（制度の適正化）

ｃ 職員給与費の適正化（職員給与の削減） 137,300 163,857 221,935 213,446

ｄ 議会議員報酬額等の削減 7,127 7,127 7,127

ｅ 委員報酬額の適正化 2,143 1,198 2,143

0 ▲ 5,336 0 14,385 ▲ 5,336 31,703 9,049

ａ 施設管理経費の節減 0 ▲ 5,336 0 14,385 ▲ 5,336 31,703 9,049

0 83,170 0 36,118 108,805 20,687 191,284

ａ 定員の適正化（職員定数適正化計画） 0 83,170 36,118 108,805 20,687 191,284

ｂ 早期退職者の取扱い

ｃ 議員定数の見直し

ｄ 委員数の見直し

0 0 0 0 0 0 0

ａ 本所、支所の業務、課・室の再編

ｂ 事務分掌、決裁規定の見直し

ｃ 職員提案制度の創設

ｄ 組織体制学習環境の整備

0 0 0 0 0 0 0

ａ 事務のＯＡ化の推進

ｂ 庁内連絡網の整備

0 0 0 0 0 0 0

ａ 情報の住民周知システムの整備

0 7,228 0 4,836 7,228 3,436 12,915

ａ 事業評価システムの構築

ｂ 補助金・負担金の見直し

ｃ 補助金交付団体等の見直し 103

ｄ 事務経費の見直し 7,228 3,812 7,228 3,333 10,315

ｅ し尿収集運搬料金徴収体制の見直し 1,024 2,600

0 0 0 0 0 0 0

ａ 指定管理者制度の導入

③住民参加と協働のシステムの構築について 0 0 0 0 0 0 0

ａ 住民参加システムの構築

①受益者負担の適正化にについて 1,015 17,054 1,015 0 18,069 3,814 18,069

ａ 使用料・手数料の適正化 1,015 17,054 1,015 18,069 3,814 18,069

ｂ 分担金・負担金の適正化

38,048 21,786 0 88,575 0 55,574 0

ａ 遊休土地の売却 38,048 21,786 88,575 55,574

ｂ 遊休施設の有効活用

③町税等の徴収率の向上について 0 0 0 0 0 0 0

ａ 徴収体制の確立

0 0 0 0 0 0 0

ａ 標準税率以上の超過税率の適用

ｂ 新規受益者負担金の創設

0 0 0 0 0 0 0

ａ 義務的経費の抑制

0 0 0 0 0 0 0

ａ 基金造成

0 0 0 0 0 0 0

ａ 起債制限比率の抑制

①広域事業等の見直しについて 0 0 0 0 0 0 0

ａ 広域連合事業負担金の見直し

②外郭団体の見直しについて 0 0 0 0 0 1,171 0

ａ 観光協会の組織体制強化 1,171

181,452 300,686 1,015 381,630 128,766 344,667 233,460

181,452

H18年度
重点
課題

②基金の造成について

計

⑤職場内の情報の共有化にについて

５
公
域
行
政

の
見
直
し

②公有財産の有効活用について
３
財
源
の
確
保

③起債制限比率の抑制について

４
財
政
指
標
改
善

①経常収支比率の抑制について

④新規収入源の検討について

２
事
務
事
業
の
見
直
し

③職員等の定員適正化について

④行政組織の見直しと職員の意識改革について

⑥住民との情報の共有化について

１
行
政
の
効
率
化
・
ス
リ
ム
化

①事務事業の見直しと行政評価システムの構築

H20年度

578,127

①人件費の抑制について

②施設管理経費の節減について

②民間活力の活用について

効果額計
（単年度＋後年度に継続した効果額） 301,701 510,396

主要事項及び実施項目
H19年度
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平成20年度 施設別効果額算定調書

H17年度

単年度効果額 単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

直 1 学校の統廃合について 13,613 13,613

直 2 中学校の統廃合について

直 3 給食センター

直 4 西郷公民館他３

直 5 五箇生涯学習センター

直 6 隠岐の島町立町民運動場（五箇運動場他１）

直 7 隠岐の島町立町民体育館（中条体育館他2）

直 8 今津地区スポーツレクリエーション施設

直 9 佐々木家住宅

直 10 保育所の統廃合計画について 29,820

直 11 中村老人福祉センター

直 12 国民健康保険中村診療所他8

直 13 ふれあい保健センター

直 14 都万保健センター

直 15 環境施設（清掃センター他２） 772 772

直 16 島後斎場愁霊園

直 17 公園①

直 18 浄土休憩所

直 19 隠岐郷土館

直 20 五箇創生館

直 21 国分寺外苑牛突き場（モーモードーム）

直 22 都市離島交流センター（しおさい）

直 23 島後水産種苗施設（津戸） 1,500

直 24 布施魚村センター

指 1 隠岐島文化会館 ▲ 5,410  ▲ 5,410 ▲ 5,410

指 2 隠岐の島町立図書館

指 3 隠岐の島町立総合体育館 ▲ 2,370 ▲ 2,370 ▲ 2,370

指 4 隠岐の島町立武道館

指 5 隠岐の島町室内温水プール

指 6 隠岐の島町地域福祉センター（北方）

指 7 隠岐の島町社会福祉センター（原田）

指 8 岬町デイサービス

指 9 中村デイサービス

指 10 中条デイサービス

指 11 養護老人ホーム清松園

指 12 老人短期入所施設清松園（郡）

指 13 特別養護老人ホームなごみ苑

指 14 高齢者共同住宅すがの荘（郡）

指 15 高齢者生活福祉センター蓬莱苑（布施）

指 16 羽衣荘

指 17 ホテル「海音里」（テニスコート３面含む）

指 18 福浦ログハウス（五箇）

指 19 国民保養センター・ホテルサンライズ

指 20 ビューポートホテル

指 21 隠岐海洋自然館（ポートプラザ館）

指 22 ポーレスト

指 23 都万ダイビング施設

指 24 布施ダイビング施設

指 25 健康管理増進施設「漁」

指 26 ロッジおくつど（ラメール含む）

指 27 コミアイ施設（うみさちレストラン他６）

指 28 海岸環境施設・海洋スポーツセンター

H20年度H19年度H18年度
種別 番号 施設名
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平成20年度 施設別効果額算定調書

H17年度

単年度効果額 単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

単年度効果額
後年度に継続
した効果額

H20年度H19年度H18年度
種別 番号 施設名

指 29 隠岐リネンサプライセンター

指 30 西郷駐車場

指 31 池田牛突きセンター

指 32 和牛共同牛舎（五箇）

指 33 西郷穀類乾燥調整施設（西郷ライスセンター）

指 34 五箇穀類乾燥調整施設

指 35 那久地区穀類乾燥調整施設

指 36 那久農産物保管庫

指 37 五箇育苗施設

指 38 五箇肥育施設

指 39 五箇特産品加工施設

指 40 五箇農機具倉庫

指 41 五箇硬化ハウス

指 42 林業総合センター（木木館）

指 43 炭釜・自動薪割機（布施がんばる島根施設）

指 44 五箇希少林産物増殖施設他１

指 45 公園②

指 46 農村改善センター（五箇　郡）

指 47 農産物加工流通拠点他１

指 48 牧野施設

指 49 島後畜産センター

指 50 遊魚対策振興施設

指 51 淡水魚養殖施設

指 52 漁船保全修理施設（津戸）

指 53 製氷施設（津戸）

指 54 布施漁具倉庫

指 55 西郷お魚センター

指 56 隠岐温泉ＧＯＫＡ

指 57 認知症高齢者グループホーム（都万）

指 58 集会所

廃 1 久見保健福祉館

廃 2 布施児童館 167 167 167

廃 3 五箇児童館 998 998 998

廃 4 都万エビネ園 300 300 300

廃 5 隠岐の島ユースホステル

廃 6 布施環境緑化木生産施設

廃 7 都万環境緑化木生産施設（石楠花栽培）

廃 8 隠岐有機センター（今津堆肥施設） 183

廃 9 高田会館 979 979 979

廃 10 布施小径木加工施設 200

そ 1 布施出荷資材保管施設

そ 2 布施漁業施設（荷捌き施設他４）

そ 3 椎茸栽培施設（散水用ポンプ庫）那久

そ 4 バス停

そ 5 公園③

0 ▲ 5,336 0 14,385 ▲ 5,336 31,703 9,049

0 40,752▲ 5,336 9,049
効果額計

（単年度＋後年度に継続した効果額）

効果額計
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